
防
災
ま
ち
づ
く
り
骨
子
案
示
す

国
交
省

検
討
会
水
災
害
対
策
で
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

９
都
県
市
首
脳
会
議
が
防
災
で
提
案

上
下
水
道
な
ど
体
制
整
備
推
進

国
土
交
通
省
は
七
月
十
六

日
、
第
四
回
「
水
災
害
対
策

と
ま
ち
づ
く
り
の
連
携
の
あ

り
方
検
討
会
」
（
座
長
・
中

井
検
裕
東
京
工
業
大
学
環
境

・
社
会
理
工
学
院
教
授
）
を

Ｗ
Ｅ
Ｂ
開
催
し
、
今
後
の
連

携
の
あ
り
方
に
関
す
る
提
言

案
と
水
災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま

え
た
防
災
ま
ち
づ
く
り
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
の
骨
子
案
に
つ
い

て
活
発
に
議
論
し
た
。
モ
デ

ル
都
市
を
複
数
選
定
し
、
具

体
的
な
取
り
組
み
を
通
じ
て

支
援
内
容
の
充
実
を
図
り
、

今
年
度
中
に
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
ま
と
め
る
方
針
だ
。

気
候
変
動
の
影
響
に
よ
る

降
雨
量
の
増
加
や
海
面
水
位

の
上
昇
に
よ
っ
て
水
災
害
の

さ
ら
な
る
頻
発
化
・
激
化
が

懸
念
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
た

め
水
災
害
対
策
を
抜
本
的
に

強
化
す
る
と
と
も
に
、
防
災

に
配
慮
し
た
ま
ち
づ
く
り
が

早
急
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。

同
検
討
会
で
は
治
水
・
防
災

部
局
と
ま
ち
づ
く
り
部
局
が

連
携
し
、
有
識
者
を
交
え
な

が
ら
水
災
害
リ
ス
ク
の
評
価

や
防
災
・
減
災
の
方
向
性
に

つ
い
て
意
見
交
換
を
深
め
て

い
る
。

水
災
害
対
策
と
ま
ち
づ
く

り
の
連
携
の
あ
り
方
に
関
す

る
提
言
案
は
①
ま
ち
づ
く
り

に
活
用
す
る
た
め
の
水
災
害

に
関
す
る
ハ
ザ
ー
ド
情
報
の

あ
り
方
②
水
災
害
リ
ス
ク
評

価
に
基
づ
く
防
災
に
配
慮
し

た
ま
ち
づ
く
り
③
水
災
害
対

策
と
ま
ち
づ
く
り
と
の
連
携

に
よ
る
リ
ス
ク
軽
減
方
策
④

取
り
組
み
を
進
め
る
た
め
の

連
携
の
あ
り
方
―
―
な
ど
で

構
成
。
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
骨
子

案
で
は
①
ま
ち
づ
く
り
に
活

用
で
き
る
水
災
害
ハ
ザ
ー
ド

情
報
（
活
用
可
能
な
情
報
の

整
理
・
追
加
・
拡
充
）
②
水

災
害
リ
ス
ク
を
踏
ま
え
た
ま

ち
づ
く
り
の
方
向
性
（
各
地

域
の
水
災
害
リ
ス
ク
評
価
、

防
災
ま
ち
づ
く
り
に
お
け
る

目
標
設
定
、
地
域
ご
と
の
ま

ち
づ
く
り
の
方
向
性
）
③
水

災
害
リ
ス
ク
に
応
じ
た
防
災

・
減
災
対
策
（
水
災
害
リ
ス

ク
の
あ
る
地
域
に
お
け
る
効

果
的
な
防
災
・
減
災
対
策
、

水
災
害
リ
ス
ク
の
大
き
い
エ

リ
ア
か
ら
の
移
転
）
④
関
係

部
局
間
の
連
携
（
広
域
・
流

域
の
観
点
か
ら
の
調
整
、
各

種
協
議
会
の
活
用
、
地
域
住

民
や
民
間
事
業
者
と
の
合
意

形
成
）
―
―
な
ど
を
打
ち
出

し
た
。

東
京
都
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈
川
県
、
横
浜
市
、
川
崎
市
、
千
葉
市
、
さ
い
た
ま
市
、
相
模
原
市
で
つ
く

る
九
都
県
市
首
脳
会
議
（
座
長
・
福
田
紀
彦
川
崎
市
長
）
は
七
月
十
四
日
、
関
係
府
省
に
防
災
対
策
の
充
実
・
強

化
な
ど
を
求
め
る
提
案
書
の
提
出
を
開
始
し
た
。
豪
雨
や
台
風
に
よ
る
広
域
的
被
害
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
首
都
圏
に
お
け
る
大
規
模
水
害
対
策
の
一
層
の
推
進
を
促
し
た
。
首
都
直
下
地
震
対
策
で
は
上
下
水
道
や
病

院
な
ど
の
重
要
施
設
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ
う
万
全
の
体
制
整
備
を
呼
び
か
け
て
い
る
。

平
成
二
十
八
年
の
熊
本
地

震
で
は
被
災
者
の
生
活
再
建

支
援
体
制
の
強
化
な
ど
全
国

的
に
共
通
す
る
課
題
が
浮
き

彫
り
に
な
っ
た
。
総
人
口
の

約
三
割
が
集
中
す
る
首
都
圏

で
大
規
模
地
震
が
発
生
す
れ

ば
熊
本
地
震
を
超
え
る
混
乱

が
予
想
さ
れ
る
。
ま
た
台
風

・
豪
雨
に
よ
る
河
川
の
氾
濫

や
土
砂
災
害
に
対
し
て
も
首

都
圏
の
住
民
や
国
内
外
か
ら

の
来
訪
者
が
安
心
し
て
過
ご

せ
る
よ
う
万
全
の
備
え
が
必

要
と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
九
都
県
市
首
脳

会
議
は
防
災
・
危
機
管
理
対

策
委
員
会
に
お
け
る
合
意
に

基
づ
き
内
閣
府
、
総
務
省
、

財
務
省
、
文
部
科
学
省
、
厚

生
労
働
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省
に
「
地
震
防
災

対
策
等
の
充
実
強
化
」
を
提

案
。
内
閣
官
房
、
総
務
省
に

は
大
規
模
テ
ロ
な
ど
に
対
す

る
「
国
民
保
護
の
推
進
」
を

訴
え
た
。

防
災
対
策
の
充
実
・
強
化

で
は
自
治
体
を
対
象
に
住
家

被
害
認
定
調
査
の
判
定
方
法

な
ど
の
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を

新
設
し
、
調
査
水
準
の
均
一

化
に
加
え
て
全
国
的
な
支
援

体
制
を
構
築
す
る
。
マ
ン
シ

ョ
ン
な
ど
の
建
築
物
や
水
害

に
よ
っ
て
居
住
に
適
さ
な
い

状
態
と
な
っ
た
住
家
被
害
に

つ
い
て
は
実
態
に
沿
っ
た
適

正
な
被
害
認
定
が
行
わ
れ
る

よ
う
認
定
基
準
を
見
直
す
。

平
成
二
十
七
年
の
関
東
・

東
北
豪
雨
で
は
鬼
怒
川
な
ど

が
氾
濫
し
、
茨
城
県
な
ど
で

広
範
囲
の
浸
水
被
害
が
発
生

し
た
。
令
和
元
年
東
日
本
台

風
で
も
九
都
県
市
全
域
を
含

む
多
く
の
地
域
に
多
大
な
被

害
を
及
ぼ
し
た
。
人
口
や
産

業
が
集
積
す
る
首
都
圏
で
荒

川
・
利
根
川
な
ど
国
が
管
理

す
る
大
河
川
の
大
規
模
水
害

が
発
生
し
た
場
合
、
被
害
は

よ
り
重
大
な
も
の
に
な
る
。

そ
こ
で
国
が
責
任
を
持
っ
て

大
規
模
水
害
対
策
に
確
実
に

取
り
組
む
よ
う
①
国
と
関
係

機
関
が
一
体
と
な
っ
て
具
体

的
な
対
策
の
検
討
を
加
速
さ

せ
、
国
と
自
治
体
の
責
任
・

役
割
分
担
を
明
ら
か
に
す
る

②
現
行
制
度
の
改
善
や
新
た

な
仕
組
み
を
構
築
す
る
場
合

は
自
治
体
の
意
見
を
十
分
に

取
り
入
れ
る
③
都
県
境
を
越

え
る
百
万
人
単
位
の
広
域
避

難
は
自
治
体
だ
け
で
十
分
な

対
応
が
困
難
な
た
め
、
国
が

強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
で
迅

速
に
指
示
を
出
す
④
大
河
川

の
氾
濫
を
防
止
す
る
治
水
施

設
の
整
備
を
着
実
に
推
進
す

る
と
と
も
に
、
既
存
施
設
の

維
持
管
理
を
適
切
に
行
う
⑤

大
河
川
が
氾
濫
し
、
広
範
囲

・
長
期
間
浸
水
す
る
恐
れ
の

あ
る
地
域
で
早
期
の
排
水
に

向
け
た
体
制
の
充
実
を
図
る

―
―
な
ど
を
提
唱
し
た
。

一
方
、
首
都
直
下
地
震
な

ど
の
大
規
模
災
害
が
発
生
し

た
場
合
、
燃
料
供
給
が
確
実

に
行
わ
れ
な
い
と
大
混
乱
に

陥
る
こ
と
か
ら
、
医
療
、
上

下
水
道
、
警
察
・
消
防
、
交

通
機
関
な
ど
災
害
対
策
上
重

要
な
施
設
へ
継
続
的
に
燃
料

が
供
給
さ
れ
る
よ
う
国
と
自

治
体
の
連
携
を
一
段
と
強
化

す
る
。

福田座長

中井座長
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